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「三田学会雑誌」102巻 1 号 （2009年 4 月）

スミスの自然価格概念

寺 出 道 雄

(1) はじめに

アダム• スミスをはじめとした古典学派の 

経済学者たちは，長期の均衡における価格を 

自然価格という概念を用いて表現した。スミ 

スは，『諸国民の富』第 1 編第 7 章 「商品の自 

然価格および市場価格」において，自然価格 

の概念を次のように定義する。

「商品の価格が，それを生産し調え市場に 

運ぶために用いられた土地の地代と労働の賃 

金と資本の利潤とを，その自然率にしたがっ 

て支払うのに十分で，過不足がないとき，そ 

の商品は自然価格で売られたといえるであろ 

う。」 （Smith (1976) p.72.)

スミスの自然価格論の特質は，短期の均衡 

における価格である市場価格の自然価格への 

収斂について明示的に論じていることである。 

彼は，『諸国民の富』の同じ章において次のよ 

うに述べるのである。

「商品が通常において実際に売られる価格

は，市場価格と呼ばれる。それは，自然価格 

よりも高いか，低いか，ちょうどそれと同じ 

かもしれない。」（同上，p.73.)

「それゆえ自然価格は，あらゆる商品の価格 

が，常にそこに向かって引きつけられていく 

中心価格なのである。さまざまな偶然事が， 

時折，実際の価格を自然価格よりも十分に高 

く，あるいはいくぶんは低くとどめるであろ 

う。 しかし，その休止と持続との中心に到達 

することを妨げるものが何であれ，価格は，絶 

えずそこに向かう頓向をもつのである。」（同 

上，p.75.)

これらの引用を含んだ『諸国民の富』第 1 

編第 7 章におけるスミスの叙述は，およそ次 

のように要約することができる。

i ) 特定の時代の特定の社会ごとに，各々の 

生産要素に対する報酬の自然率が存在する。 

そうした生産要素に対する報酬の自然率をそ 

の所有者に確保させるような商品の交換比率 

の体系が，自然価格の体系である。

i i ) 商品の交換比率の体系は，短期におい
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ては，消費者の需要のあり方によって，自然 

価格の体系から乖離しうる。そうした商品の 

交換比率の体系の自然価格の体系からの乖離 

は，生産要素に対する報酬を自然率から乖離 

させる。

i i i ) しかし，生産要素に対する報酬の自然 

率からの乖離は，その所有者による，生産か 

らの生産要素の引き上げ，ないし生産への生 

産要素の引き入れをもたらすから，商品の供 

給のあり方を変化させる。そのことによって， 

長期においては，商品の交換比率の体系は，自 

然価格の体系に収斂していく。

本稿の課題は，以上のようなスミスの自然 

価格の概念に，資本に対する報酬である利潤 

の自然率の問題に焦点をあてて，簡単で分か 

りやすい定式化を与えることである。

以下，（2 ) の 「短期の均衡」では，経済の 

短期の均衡について定義する。（3 ) の 「自然価 

格への収斂」では，そうした短期の均衡の成 

立のもとで存在する市場価格の体系の自然価 

格の体系への収斂についてみる。（4 ) の 「おわ 

りに」では，本稿での議論をごく手短に要約 

する。

(2) 短期の均衡

1 固定係数型の生産間数をもつ，2 つの生 

産部門からなる資本主義経済を考える。

第 1 部 門 （下添字1 でしめす）では，それ自 

身の生産物である第1 財と労働とを結合して 

第 1 財を生産しており，第 2 部 門 （下添字2 で 

しめす）では，第 1 財と労働とを結合して第 

2 財を生産している。第 1 財は，生産財とし

てのみでなく，消費財としても用いられ，第 

2 財は，もっぱら，消費財として用いられる。 

そして，第 1 財が，生産財として用いられる 

ときには，1 度の生産によって損耗しきる流 

動資本として機能し，また，それは，この経済 

の価値尺度財としても機能すると考える。こ 

うした第1 財と第 2 財との特質は，前者を穀 

物，後者を酒であると考えると分かりやすい 

であろう。

一方，この経済の総生産物から資本家が資 

本を補填した後に残る純生産物は，資本家の 

利潤と労働者の賃金として分配されるとする。 

労働者の賃金は，生産の後に支払われ，また， 

議論の簡単化のために，労働の市場について 

明示的には問題とせず，賃金率は，常に所与 

で一定であると考える。

その場合，資本家はその利潤所得の全体を 

投資にあて，労働者はその賃金所得の全体を消 

費にあてるとする。この経済の消費者は，労 

働者のみであると考えるのである。その消費 

者としての労働者は，賃金所得の全体を，第 

1 財の消費と第2 財の消費とに振り分けるこ 

とになる。

2 以上のような経済を描写するために，そ 

れぞれの部門で資本として投入される生産財 

の量をK i，労働の量をL i，総生産物の量を 

Y iで表わす。さらに，それぞれの部門の生産 

物の市場価格をp ，利潤率を r i，2 つの部門 

に共通する，価値尺度財でもある第1 財の量 

で表示された賃金率をw で表わす。

表記の簡略化のために，

n i = 1  +  ri
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という記号を用いるとともに， 在すれば，

P 1 = 1

となることを考慮すると，この経済における 

短期の均衡の成立は，以下で表現されること 

になる。

n 1K 1 +  w L 1 = Y1 ①

n 2K 2 +  WL2  =  P 2 Y2 ②

13 =  I 3 ( p )  : 0 く fi  く 1 , グ く 0 ③

1 1 K 1 +  1 2 K 2  +  ( 1 - f ) w ( L 1 +  L 2 ) =  Y1

④

fw ( L 1  +  L 2 ) =  P 2 Y2  ⑤

ここで，①，②は，この経済の総生産物から 

の資本の補填と，純生産物の資本家の利潤と 

労働者の賃金とへの分配をしめしている。そ 

して，③，④，⑤は，以下のことをしめして 

いる。

消費者である労働者は，その賃金所得の総 

額 w ( L 1 +  L 2 ) の全体を，第 1 財の消費と第 

2 財の消費とに，それぞれ 1 - f と f との割 

合で振り分ける。そうした振り分けの様相は， 

彼らの嗜好を所与とすれば，第 1 財の市場価 

格 P 1 と第2 財の市場価格p とによって決定 

される。 しかし，第 1 財の市場価格は1 で一 

定なのであるから，結局，消費者である労働 

者の第 1 財と第 2 財とに対する需要の割合を 

しめす，1 - 3 と 3 との値は，第 2 財の市場 

価格の間数となる。そして，消費者である労 

働者が，第 2 財の市場価格が上昇すれば，第 

1 財に対して第2 財をより少なく需要し，逆 

のときには逆になるという，正常な事態が存

3 (P2) く o

であることになる。以上のことをしめした 

のが，③である。④，⑤は，その③を前提と 

して，それぞれ，第 1 財と第 2 財とについて 

需要と供給とが均衡していることをしめして 

いる。

その場合，①，②の存在を前提すれば，④， 

⑤のうちの一方は他方の存在から導きうるこ 

とになる。そこで，以下では，①，②，③，⑤ 

によって，この経済の短期の均衡の成立を表 

現することにしよう。

3 さて，Ui =  K i / L i， Vi =  Y i / L i， 

入= L 1 /L 2 という記号を用いて，①，②，③， 

⑤を書き換えてみよう。そうすると，以下が 

得られることになる。

n 1u 1 +  w  =  v1 Cl)

n u  +  w  =  P2 V2 ②

f  =  3(P2) : 0 く f  く 1 , f  く 0 ③ ’

fw (X  +  1 ) = P 2 V2 © '

なお，U iはそれぞれの部門の労働の資本装 

備率を，叫はそれぞれの部門の労働生産性を 

表わしている。それらは，この経済の生産の 

技術が既知であれば，既知で一定である。ま 

た，入は部門間の労働量比率と呼ぶことがで 

きる。

ここで，生産の技術と労働者の賃金率w と 

が既知で一定であるとしても，① ’，② ’，③ ’， 

d y の 4 つの式には，それぞれの部門の利潤
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率によって決定される11，1 2 , 第 2 財の市場 

価格 P 2 , 消費者である労働者の第2 財に対す 

る需要の割合 f ，部門間の労働量比率入の 5 

つの未知数が含まれていることになる。した 

がって，この経済の短期の均衡の成立の様相 

を最終的に確定するためには，それら 5 つの 

未知数のうちの1 つを所与とする必要がある 

ことになる。

4 その点については次節で考えることに 

して，ここでは以下の2 点を確認しておこう。 

まず，それぞれ① ’，②’ から，

V1 -  w
7T1= ----------

U1
P 2 V2  -  w

兀2 = -------------
U2

を求めることができる。

生産の技術と労働者の賃金率w とが既知で 

一定であるとすれば，1 1 は一定であることに 

なる。そして，そ の 町 か ら 1 を減じた値は 

均等利潤率を意味することになる。1 1 が一定 

である以上，その価は均等利潤率の成立のも 

とでも維持されるからである。一方，n は第 

2 財の市場価格P 2の 1 次の増加間数となる。

そのことを，第 1 財の生産が純生産可能な 

ものであるとして，図示したものが，図 1 で 

ある。

次に，③’，⑤’ から，

x = : ベ

d X  v'2w(f3 -  p ' - ’ ) 、 ⑥

dp -2 —  ()3w).2 ’

を求めることができる。そこで，⑥の符号は， 

f  (P2) が負であることから確定されることに

図 1

図 2
入

なる。

そのことを図示したものが，図 2 である。

(3 ) 自然価格への収斂

1 ①’，②’，③’，⑤’ の 4 つの式が同時 

に成立しても，n と n とが，したがって， 2 

つの部門の利潤率n と r 2 とが等しくない限 

りは，その均衡は持続的なものではない。部 

門間に利潤率の格差が存在するのであるから， 

それぞれの財を供給する資本家が，第 1 財と 

第 2 財との供給の割合を変えていくだろうか 

らである。

—— 1 5 6 ——



資本家はその総体として，第 2 部門の利潤 

率が第 1 部門の利潤率よりも犬であれば，し 

たがって，n が n よりも犬であれば，部門 

間の労働量比率入を低めるような投資行動を 

とり，逆のときには逆の投資行動をとると想 

定することができる。利潤率がより高いこと 

は，その部門で投下資本に対してより高い割 

合で蓄積原資が確保されることを意味するし， 

資本の部門間での移動を呼びさますことをも 

意味するからである。その場合，部門間の労 

働量比率の値は，部門間の生産量比率と呼び 

うるY1 /Y2 の値や，部門間の資本量比率と呼 

びうる尺 1 /K 2 の値と比例していることに注 

意しておこう。

そうした資本家の行動は，1 期あたりの部 

門間の労働量比率入の変化量を入でしめすこ 

とにして，

^  =  4>(7r2 -  7 T l )：4>(0) =  0, $ ’ < 0  ⑦

で表現することができる。

⑦で，

U1 V2 P2 w[U2 V1 +  (U1 —U2)w]
7T2 — 7Tl= --------------------------------------------

U1 U2

であるから，入/入は第 2 財の市場価格P 2 の 

減少間数であることになる。また，その入/入 

をゼロとするP 2の値は，

U2 V1 +  (U1—U2)w
V2 = ---------------------------U1 V2

であることになる。

その第 2 財の市場価格P 2 は，n とれとが 

等しいとき，したがって，均等利潤率ないし 

利潤の自然率が存在するときに存在するので 

あるから，第 2 財の自然価格を意味すること

図 3

入

になる。

そのように解釈した⑦を，図 1 と照応させ 

て図示したものが，図 3 である。

2 そうした自然価格の成立は，それぞれ 

(D’ ^ ’ ^ ’ ^ ’ と対応した以下で表現される。

n  u 1 +  w  =  v1 ⑧

n*U2 +  w  =  P2V2 ⑨

f  =  f(P*2) : 0  く f  く 1 , f ’ く 0 ⑩

f w (入* +  1 ) = P*2V2 ⑪

⑧，⑨，⑩，⑪が成立するとともに⑦が妥 

当するもとでは，入/入の値はゼロとなるから， 

資本家が，部門間の生産量比率Y1 /Y2 の値や， 

部門間の資本量比率K 1 / K 2 の値を変えてい 

く行動は存在しない。そこでは，期の経過に 

したがって，それぞれの部門の生産量，資本 

量，労働量は均等利潤率に等しい成長率で成 

長していくことになる。

その場合，第 2 財の自然価格；̂ と ， ——  

したがって，均等利潤率ド—— とは，そうし 

た 2 つの未知数が存在する⑧，⑨の 2 つの式

1 5 7 ——



のみから決定される。自然価格の体系は，消 

費者の各消費財に対する需要の割合の決定か 

らは独立に決定されるのである。

そうした事態は，①’，②’，③’，⑤’が成立 

するとともに⑦が妥当するもとでは，第 2 財 

の市場価格P 2や兀1，7T2,したがって，それぞ 

れの部門の利潤率 r 1 と r 2 との決定が，P の 

値の決定と独立ではないことと対照的である。 

そこでは，資本家が第1 財と第 2 財との供給 

の割合を変化させる行動は，消費者である労 

働者が，その第 1 財と第 2 財との市場価格の 

変化に応じて，それぞれの消費財に対する需 

要の割合を変化させることに媒介されて，進 

んでいくのである。

3 以上のような理解をもととして，出発 

点における部門間の労働量比率入の値を与え 

ることによって，①’，②’，③’，⑤’が成立す 

るとともに⑦が妥当するような経済が，どの 

ような運動をおこなうかをみてみよう。

まず，図 2 において，第 2 財の自然価格p2 

の成立と対応する部門間の労働量比率入*よ 

りも小であるような値の入が存在するとして 

みよう。

そうすると，図 2 から，P 2の値は pi* より 

も小であり，図 1 から，7T2 — n 1の値は負であ 

る。その場合には，図 3 から，入/入の値は正 

であることになる。入/入が正であれば，入は 

増大するから，入の値は入*に接近していくこ 

とになる。

次に，図 2 において，第 2 財の自然価格p2 

の成立と対応する部門間の労働量比率入*よ 

りも大であるような値の入が存在するとして

みよう。

そうすると，図 2 から，P 2 の値は p *2 より 

も大であり，図 1 から，n  — n 1 の値は正であ 

る。その場合には，図 3 から，入/入の値は負 

であることになる。入/入が負であれば，入は 

減少するから，入の値は入*に接近していくこ 

とになる。

このように，部門間の労働量比率入が，第 2 

財の市場価格P 2の増加間数になるときには， 

自然価格が成立するような経済の長期の均衡 

は安定である。これに対して，部門間の労働 

量比率が，第 2 財の市場価格の減少間数にな 

るときには，そうした経済の長期の均衡が不 

安定となることは，以上と同型の谁論によっ 

て，容易に確かめることができる。

その場合，⑥から分かるように，f  (P2) が 

負となることは，部門間の労働量比率入が， 

第 2 財の市場価格P 2 の増加間数になるため 

の，必要条件ではないが十分条件である。し 

たがって，第 2 財の市場価格の上昇によって， 

消費者である労働者の第2 財に対する需要の 

割合 f が低下し，逆のときには逆になるとい 

う，正常な事態が存在すれば，自然価格が成 

立するような経済の長期の均衡は安定である 

ことになるのである。

(4) おわりに

スミスの自然価格の概念について，本稿で 

の簡単な検討からすれば，次のように要約す 

ることができる。

市場価格の体系をその中心価格としての自 

然価格の体系に収斂させていくような，資本
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家が各消費財の供給の割合を変化させていく 

行動は，消費者が各消費財に対する需要の割 

合を，それらの市場価格の変化に応じて，変化 

させていくことに媒介されて進んでいく。し 

かし，自然価格の体系そのものは，消費者の 

各消費財に対する需要の割合の決定からは独 

立に決定される。

以上のことは，マルクスの『資本論』にお 

ける次のような叙述を想起させる。マルクス 

は，長期の均衡価格をここでは「市場価値」と 

呼んで次のように述べるのである。

「供給と需要とが等しくなるとき，それらは 

作用することをやめる。そしてまさにそのた 

めに商品はその市場価値で売られる。二つの 

等しい力が反対方向に働くとき，それらは互 

に相殺しあい，外部に対しては何の作用をも 

与えないようになる。こうした条件のもとで 

生じるあらゆる現象は，その二つの力以外の 

何らかの原因によるものとして説明されなけ 

ればならない。もし供給と需要とがつりあう 

なら，それらは何ものをも説明しないように 

なる。それらは市場価値の大きさに影響を与

えないのであり，なぜ市場価値がかれこれの 

貨幣額で表現され，それ以外の貨幣額では表 

現されないのかということについて，われわ 

れを暗闇に置き去りにすることになるのであ 

る。」 (Marx (1998) p.188.)

ここでマルクスが明示的に述べていること 

は，本稿の冒頭でみたスミスの叙述が含意す 

るところの1 つの解釈でありうるといえる。

(経済学部教授)
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